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資料１



水防法改正と大規模氾濫減災協議会制度の創設

１

※国土交通省HP 水防法改正の概要（平成29年法律第31号）

地方公共団体や河川管理者、水防管理者等の多様な関係者が、
あらかじめ密接な連携体制を構築しておくことが必要

多様な関係者が連携して洪水氾濫による被害を軽減するため、
ハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進する必要

「大規模氾濫減災協議会」制度を創設



大規模氾濫減災協議会の取組内容

２

※国土交通省HP 大規模氾濫減災協議会制度について



大規模氾濫減災協議会の取組内容
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※国土交通省HP 大規模氾濫減災協議会制度について



大規模氾濫減災協議会のスケジュール

４

①協議会を組織

②概ね５年以内で実施する取組内容「地域の取組方針」の策定

③取組内容のフォローアップ

胆振総合振興局減災対策協議会：平成２９年６月に組織（第１回協議会）

「地域の取組方針」：平成３０年７月策定・公表（第２回協議会）

令和2年8月7日（書面会議）

※国土交通省HP 大規模氾濫減災協議会制度について

「地域の取組方針」に基づく取組の実施状況等を確認・共有し、
必要に応じて取組内容を見直すなど、取組内容の点検・改善を
行い、防災・減災の取組を継続的に推進

（令和元年度）（令和２年度）（令和３年度）

今回


